
- 1 -  

 

 

 

 

○日時 令和５年２月21日 午後１時15分開会 

○場所 議場 

○議件 

１．網走市立西小学校の燃料に係る被害届の提出 

  について 

２．最終処分場延命化方針について 

３．ごみ処理広域化の状況について 

４．斜網地区広域ごみ処理基本計画（案）に係る 

  パブリックコメントの募集について 

─────────────────────── 

○出席委員（６名） 

 委 員 長    松 浦 敏 司 

 副 委 員 長    近 藤 憲 治 

 委 員    石 垣 直 樹 

            金 兵 智 則 

            工 藤 英 治 

            澤 谷 淳 子 

─────────────────────── 

○欠席委員（０名） 

─────────────────────── 

○委員外議員（０名）   

─────────────────────── 

○傍聴議員（４名）   小田部   照 

            古 田 純 也 

            村 椿 敏 章 

            山 田 庫司郎 

 

○説明者 

 副 市 長    後 藤 利 博 

 市民環境部長    武 田 浩 一 

 市民環境部次長    田 邊 雄 三 

 生活環境課長    近 藤   賢 

 生活環境課参事    田 中 正 幸 

…………………………………………………………… 

 教 育 長    岩 永 雅 浩 

 学校教育部長    田 口   徹 

社会教育部長    吉 村   学 

学校教育部次長    小 松 広 典 

学校教育部次長    大 垣 正 紀 

 学校教育部参事    高 橋 善 彦 

 

○事務局職員 

事 務 局 長    林   幸 一 

次 長    石 井 公 晶 

総 務 議 事 係    早 渕 由 樹 

 

 午後１時15分開会 

○松浦敏司委員長 ただいまから、文教民生委員会

を開会いたします。 

 本日の委員会ですが、所管事務調査であります。  

 それでは、議件１、網走市立西小学校の燃料に係

る被害届の提出について説明を求めます。 

○小松広典学校教育部次長 それでは資料５号を御

覧願います。 

 網走市立西小学校の燃料に係る被害届の提出につ

いて御説明いたします。 

 状況でございますが、令和５年２月13日月曜日、 

朝６時40分、業務主事が灯油タンクの目盛りが半分

程度になっていることを確認。15時30分、防犯カメ

ラで敷地内に侵入する車両を確認。それから、令和

５年２月14日の火曜日でございますけれども、午前

８時、状況を網走警察署へ連絡。それから、11時、 

警察官が現場を確認。それから、14時30分、警察へ

被害届を提出したところでございます。 

 被害の内容は推定でございますが、灯油196リッ

トル、単価106円として、金額にして２万2,853円と

しているところでございます。 

 今後の対応につきましては、灯油タンクに盗難防

止カバーを設置するとともに、見回りを強化するよ

う各校に通知したところでございます。 

 説明は以上です。 

○松浦敏司委員長 それでは質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

○金兵智則委員 状況について御説明をいただきま

した。 

報道などでもね、もう流れていましたので状況的

には掴めているんですけれども、何点かちょっとお

伺いしたいと思いますけれども、まず今後の対応の

ところで市内各校の灯油タンク盗難防止カバーを設

置するというふうにありましたけれども、これ設置

しなきゃいけないのがどれぐらいあって、もう設置

し終わっているのかどうかお伺いしたいというふう
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に思います。 

○小松広典学校教育部次長 学校に設置しておりま

す、灯油タンクの数量につきましては、市内の小中

学校で34台ございます。盗難防止カバーにつきまし

ては、現在発注中というところでカバーについては

まだついていないところでございます。 

○金兵智則委員 わかりました。まだ状況的には対

応はされていない状況なんですね。いつぐらいとい

う何かめどみたいなものって出ているんですか。 

○小松広典学校教育部次長 先週注文をかけまし

て、一部、明日納入が予定されているところでござ

います。 

○金兵智則委員 であるならば、そんなに多分つけ

るのが難しいものでもないと思うので、来次第、一

部は取りあえず、つけ始めるのだよということなの

だと思います。 

あと、見回りの強化について誰がどのようにする

ものなんですかね。 

○小松広典学校教育部次長 通常の学校の異常の点

検でございますけれども、用務員などが普段の見回

りの中で灯油の残量等について、見ていただくよう

な形でお願いしたいというふうに考えております。 

○金兵智則委員 わかりました。何かどこかにお願

いをして夜間見回りをするとかではなくて、現状こ

ういうことがあったときにすぐに判明できるような

見回りを強化するという意味なんですね。 

○小松広典学校教育部次長 そのとおりでございま

す。 

○金兵智則委員 わかりました。 

ちなみに、これ教育委員会の案件なのであれなん

ですけれども、灯油タンクが設置されている市の施

設って教育関係だけではなくて、ほかにもあると思

うんですね、副市長。多分教育委員会から市のほう

に連絡が入っているんだと思うんですけれども、そ

の中で市のほうの施設の対応というのも同じなんで

すかね。 

○後藤利博副市長 今回の事象がありました後、公

共施設、全ての施設に同じように、まず油、灯油タ

ンク等目減りがないかという見回りと併せて、ここ

にも記載ございますけれども盗難防止カバーという

ことを指示いたしました。 

今のところの灯油が盗難されたようなというよう

な事象は、報告は受けておりません。 

○金兵智則委員 わかりました。この西小学校の事

件を受けて、網走市の施設全てについてチェックと

対応をしていくという考え方だということで理解さ

せていただきました。 

あとですね、ちょっとお伺いしたいんですけれど

も、テレビのニュースでですね、防犯カメラの映像

が見えたんですけれども、防犯カメラの映像の取扱

いって、どのようになっているんですかね。 

○松浦敏司委員長 暫時休憩します。 

午後１時21分休憩 

午後１時22分再開 

○松浦敏司委員長 再開いたします。 

 金兵委員の質疑に対する答弁から。 

○小松広典学校教育部次長 今回の防犯カメラの映

像につきましては、学校のほうで保管しているもの

でございます。今回、記者懇談会のほうで、この事

例を報告しまして、その中で報道機関のほうから資

料として提供してくださいという話があったもので

すから、警察と相談しまして、教育委員会で映像を

報道機関に配付したという状況でございます。 

○金兵智則委員 わかりました。今回の事例につい

てはわかりました。 

防犯カメラの映像をですね、勝手に出すわけに

は、ないとは思うんですけれども、これやっぱり防

犯カメラの映像が外に出るときには、必ず教育委員

会が判断される、教育委員会が管理されているとい

う理解で間違いなかったかどうか改めてお伺いした

い。 

○小松広典学校教育部次長 そのような形で、教育

委員会で判断してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○金兵智則委員 わかりました。 

この状況についてなんですけれども、これは事実

を明記していただいているんですけれども、これっ

て学校側と教育委員会の連絡の時間とかというのが

何一つなかったんですけれども、教育委員会として

はどの時点で知って、学校側とどのような相談をし

た結果このようになったのか、お伺いしたいという

ふうに思います。 

○小松広典学校教育部次長 学校のほうから、教育

委員会のほうに連絡が入ったのは２月13日の16時過

ぎでございます。 

○金兵智則委員 そうしたら、敷地内に進入する車

両を防犯カメラで確認したのも、学校の判断で行

い、その後、教育委員会に連絡があったということ

ですね。 

○小松広典学校教育部次長 防犯カメラで確認して
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というところで、そのような内容を教育委員会では

報告を受けております。 

○金兵智則委員 学校側と教育委員会との連絡体制

ってどうなのでしょう。これ僕、時系列を見たとき

に随分と時間がかかったやり取りだなと、やり取り

といっても16時に一回連絡があっただけなのかもし

れないですけれども、だったなというふうに感じた

ところなんですけれども、教育委員会としてどうで

すか。 

○小松広典学校教育部次長 学校のほうもですね、

灯油のタンクの容量が半分になっているというとこ

ろで、それがわかった時点で朝８時にですね、燃料

の納入事業者のほうに施設の異常があったら困るも

のですから、その辺で漏れているということを考え

てずっといろいろと調べたりとかしていたらしいで

すけれども、15時頃にやっと納入業者のほうが来て

ですね、施設のほうに影響がないということがある

程度見えましたので、その段階でもしかしてという

ことで、防犯カメラの映像を確認したという流れに

なってということで認識しております。 

○金兵智則委員 わかりました。灯油漏れの案件も

視野に入れてということなのだと思うんですけれど

も、どうなのでしょうね。理解はするところではあ

りますけれども両方、推し進めるというのが普通な

のかなとちょっと感じたものですから、多分状況的

にも何か変な状況が多分あったんですよね。防犯カ

メラを確認する理由があるから防犯カメラを確認す

るのであって、何か状況的に変だなと思ったところ

も多分あったからこそ防犯カメラを確認するんです

よね。であるならば、その灯油漏れの話、それとも

う片方、今回は盗難ということになったのですけれ

ども、これを並行して進めていっていれば、なんか

ちょっと時間がかかり過ぎだなという、僕は感じが

するんですけれども教育委員会的にはどうなのです

かね。 

○小松広典学校教育部次長 技術的な設備の灯油の

漏れという部分を専門的な業者さんのほうに確認を

してからというところの順番的には、その方法がい

いのかなと思うんですが、ただ、業者さんがちょっ

と来られるのが遅かったというところで、今回時間

がかかってしまったのかなというふうに考えており

ます。 

委員がおっしゃられるようにやはり並行して、そ

のような形で調べていくというのも、最短の時間で

判断するためには必要なことと思いますので、今

回、西小学校の事例につきましては、各学校のほう

に周知していますので、今後、短い時間の中ででき

るだけ判断できるような要素を押さえまして、早い

判断に努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○松浦敏司委員長 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○松浦敏司委員長 それでは、この件については、

そのようにいたします。 

 それでは、ここで理事者入れ替えのため、暫時休

憩いたします。 

午後１時 28分休憩 

午後１時 29分再開 

○松浦敏司委員長 それでは再開します。 

 次に、議件２、最終処分場延命化方針について説

明を求めます。 

○田邊雄三市民環境部次長 資料１号、最終処分場

延命化方針について、１ページを御覧ください。 

 １の（１）最終処分場の現状についてですが、最

終処分場は、平成30年度から令和14年度までの15年

間供用する計画で建設をしました。 

 しかし、最終処分場への埋立量が、計画を上回る

埋立てとなっており、令和４年10月の測量結果から

は、このペースの使用では、令和９年度までで満了

になると推定しています。 

 大きな要因は、「埋立・粗大」が計画量より多い

状況となっていること、「紙おむつ」が、計画では

埋立てと見込みながらも中間処理システムの導入予

定が進んでいないこと、「生ごみ残渣」が機器等の

故障などにより計画していた処理ができていないと

いう状況にあります。 

 このことから、令和４年度から取組を進めている

生ごみ堆肥化の改善などの計画する改善策を実現

し、確実に実施していくこととします。 

その取組などを本書にまとめたものとなっていま

す。 

 図１の埋立数量の計画と実績の推移では、埋立計

画量に対する令和３年度までの実績と令和４年度に

ついては見込みの数値を記載しています。令和４年

度は見込みですが、令和３年度より817トン減の

6,064トン程度を見込んでいます。 

生ごみ残渣は堆肥化の改善により、前年度比503

トン減の842トンとなる見込みです。 

また、おむつの大空町焼却での処理は166トンと

なっていますが、１月から試験をしている、おむつ
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の高温高圧施設に振り分けた39トンがあり、合わせ

て201トン程度のおむつの処理をしている状況には

あります。 

 ２ページを御覧ください。 

（２）最終処分場の残余量測量についてです。令

和４年10月の残余量測量結果では、使用割合が６万

210立米の43％との結果となり、令和４年10月まで

の１年間と同量の埋立を続けた場合には、法で認め

られている軽微変更の届出をして埋立量を10％増や

す対策をして、あと５年程度（令和９年度まで）

で、埋立満了と推計しています。 

図２は、残余量測量の推移で、１年間の埋立変化

となる埋立量は、令和３年度に比べ、令和４年度は

約16％減、2,755立米少ない１万4,218立米となって

います。 

 次に、２．対応の方向性についてですが、最終処

分場延命化の対応の方向性は、次のとおりとしま

す。 

（１）限りある貴重な空間である最終処分場を少

しでも長く利用するため、最終処分量の減容・減量

に取り組み、延命化を図っていきます。 

（２）最終処分場の処理に係る設備・機器の整備

は、委託事業者と協議し整備方針を定め、効果的な

実施となるよう進めます。 

（３）（仮称）最終処分場延命化計画を策定し、

進捗の把握を通した取組を着実に進めていきます。 

（４）最終処分場という廃棄物の最終地の実態を

通じて、市民・事業所など積極的な情報発信・啓発

により、延命化に協力いただける機運を高めていき

ます。 

 次に、３．この方針の位置づけについてですが、

今年度（令和４年度）は、最終処分場の延命化内容

を検討する委託事業を実施しており、成果品となる

報告書の完成は令和５年３月になることから、中間

報告を基に具体的方策を含めた本方針により検討・

取組を進めていきます。 

 令和５年４月以降は、最終的な報告書の内容によ

る（仮称）最終処分場延命化計画を策定し、取組の

推進を図っていきます。 

 ３ページを御覧ください。 

４．延命化方策についてですが、最終処分場の延

命を図るため、埋立量の減容と減量の方策は、次の

項目を主なものとして取り組んでいきます。 

（１）生ごみ堆肥化の維持・向上では、年間での

生ごみ堆肥化率77％の維持を目標に、向上の取組を

進めていきます。 

 生ごみ堆肥化率77％を年間で維持することによ

り、令和３年度実績で推計すると、埋立てとなる生

ごみ残渣は、年間686立米の埋立容量への縮減にな

ると推計しています。 

 図３は、生ごみ堆肥化率の推移で、平成30年度か

ら令和３年度までの月平均が33％でしたが、令和４

年度の先月までの月ごとの数値は記載のとおりです

が、１月までの平均は71％となっています。 

 図４は、生ごみ残渣による埋立容積の算出の令和

３年度実績で、堆肥化率54％に対する生ごみ残渣の

割合と埋立容積の推計となります。年間1,345トン

の生ごみ残渣は、1,372立米の埋立てとなっていま

す。 

 図５は、年間堆肥化率77％の維持による同様の算

出令和３年度と同量のごみの搬入量があった場合の

試算で、年間673トンの生ごみ残渣となり、686立米

の埋立てになると見込んでいます。 

 次に、（２）容積の大きいごみの減量・減容で

は、①の二軸破砕機導入によるに未破砕物の破砕処

理は、最終処分場に入れる前の破砕機処理が困難な

もの、軟質ビニールや灯油タンクといったプラスチ

ックなどは、埋立粗大の平均値の4,125トンの約

27％となる、年間約1,113トンもあり、直接埋立と

しています。 

 これまで、既存の破砕機では破砕処理できなかっ

たものは破砕能力の高い二軸破砕機の導入で破砕す

ることにより、年間924立米の埋立容積への縮減と

なると推計しています。 

 また、既存の施設の破砕機が故障等により停止し

た場合にも、二軸破砕機での処理が可能となり、こ

のような事態での直接埋立の回避対策を取れるた

め、二軸破砕機を令和６年度より本格導入をしま

す。 

 ４ページ目を御覧ください。 

図６は、４年間平均の破砕ごとの一年あたり埋立

容積の算出と、図７は、二軸破砕機の導入による減

容処理をした場合の推計の値の表となっています。

その差が年間924立米の埋立容積への縮減になると

推計しています。 

 次に、②紙おむつ減容処理による埋立容積の縮減

では、斜里町の民間廃棄物処理業者の高温高圧処理

機で紙おむつ全量を委託処理します。 

 紙おむつを高温高圧処理機で処理することによ

り、令和３年度実績（845トン）で推計すると、約
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70％の減容化となり、年間1,893立米の埋立容積へ

の縮減となると推計しています。 

 １月の試験では、おむつの重量に対して７から

８％のプラスチックを処理剤的に使うことで、効率

よく処理できるという結果になっています。 

次に、③紙、布類の減容処理による埋立容積の縮

減では、埋立てしている汚れ等でリサイクルに回せ

ない紙類、古着などの布類を令和５年度から大空町

で焼却処理し、埋立容積への縮減を図ります。 

 紙と布類154トンを焼却することで約90％減容化

し、年間459立米の埋立容積の縮減になると推計し

ています。 

 次に、（３）埋立ごみに含まれる資源物の資源化

促進では、家庭系や事業系から分別・収集された埋

立ごみに対する平成30年度の組成調査、ごみ質調査

の結果では、排出量に対する資源物（主に紙類）・

容器包装プラの混入率は、家庭系の埋立ごみで、重

量割合で14.8％、事業系の埋立ごみで、重量割合

43.1％となっています。 

 家庭系のリサイクル率は市民の分別協力もあり、

令和３年度で33.1％と、北海道が目指す「一般廃棄

物のリサイクル率 30％以上」を達成しています。 

 特に容積比率の高い容器包装プラスチック、紙類

など資源物への排出時の協力により最終処分場への

埋立容積への縮減が見込めるため、重点的な啓発活

動をしていくことを検討しています。 

 ５ページを御覧ください。 

図８の家庭系埋立ごみの組成調査では、重量で埋

立ごみに占める生ごみ、容器プラ、資源物で

26.48％を占めている状況でした。 

（４）即日覆土量の削減では、即日覆土は、埋立

廃棄物の飛散防止と臭気対策のために埋立てのたび

土砂で覆うものであり、埋立廃棄物とともに埋立量

として計算されるものです。 

 令和３年度の廃棄物１立米当たりに対する即日覆

土量は0.46立米でしたが、令和５年度以降は、本来

の対策に留意しながら、即日覆土量を0.20立米に少

なく（薄く）することにより、埋立量の減量を行い

ます。 

 これにより、令和３年度の実績と比較して、令和

５年度は3,515立米、令和６年度以降は、年間3,699

立米の埋立容積への縮減となると推計しています。 

 図９は、令和３年度実績数値を基にした即日覆土

削減効果の試算の表となっています。令和６年度か

らは二軸破砕機導入により、廃棄物容量の圧縮によ

る減を見込んでいます。 

 次に、（５）事業者への啓発と指導では、事業系

ごみの埋立量は、年々増加傾向の状況です。また、

（３）のとおり、事業系ごみについても埋立ごみに

混入する容器包装プラスチック、紙類など資源物の

量が多い状態であり、事業者に対して排出抑制や分

別の徹底についての協力依頼、啓発と違反事業者に

対しての指導を重点的に実施していきます。 

 図10は、事業系埋立量の推移で、色つきのところ

が埋立・粗大の推移で、量は割合的に上がってきて

いる状況にあります。 

 図11の事業系埋立ごみの組成調査では、重量で埋

立ごみに占める生ごみ、容器プラ、資源物で

49.57％を占めている状況にあります。 

 ６ページを御覧ください。 

（６）軽微な変更による埋立容量の増加では、

「廃棄物処理法」に基づく「事前届出を要しない軽

微変更」の届出を行うことにより、埋立容量の増加

ができることとなっています。 

 「軽微変更」は構造的影響、生活環境への影響に

問題がない変更が対象となっており、埋立量の変更

については、10％以下の増加、最終覆土厚さは、

1.0メートルで届出していますが、変更により最終

覆土厚さを50センチにすることができ、その場合、

最終覆土を除き2万3,900立米の埋立容量の増加がで

きると推計しています。 

 図12は、軽微変更による埋立増加量の表となって

います。 

 次に、（７）今後のごみの広域処理による最終処

分場への影響では、網走市、美幌町、斜里町、小清

水町、大空町の１市４町による斜網地区廃棄物処理

広域化推進協議会で進めているごみの広域処理で

は、令和10年度からの焼却処理を予定していること

から、令和10年度からの埋立量は、現在の破砕埋立

処理で埋立ている可燃・不燃ごみの容積が５分の１

になると推計しています。 

 このことから、最終処分場には、埋立量の大幅な

縮減の影響が出てくると推測しています。 

 ７ページを御覧ください。 

 次に、５．次期最終処分場の整備の検討では、最

終処分場の残余容量の測量については、残余の埋立

容量を把握する国の省令で具体的な算定方法を示し

ている「最終処分場残余容量算定マニュアル」に基

づいた測量方法を条件として、専門事業者への委託

により実施をし、その結果と軽微な変更による埋立
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容量の増加分を加えたものを基軸とした最終処分場

の満量期間の推計により、次期最終処分場の整備を

検討していきます。 

 次期最終処分場の設置の期間は、構想から工事完

了まで６年間として、令和４年度から構想に着手し

ていますので、令和９年度中の設置と令和10年度か

らの供用を計画しています。 

 ただし、毎年の延命化対応の効果予測により、最

終処分場の満了期間の延長が見込める場合には、次

期最終処分場の工事等を後に延ばすことも検討して

いきます。 

 図13は、令和10年度に供用開始とした場合のスケ

ジュールとなっています。 

 次に６．評価測定についてでは、延命化の取組に

ついては、評価と効果が低い場合の早急な対応等を

していくため、定期の測定をしていきます。 

 このことから、最終処分場の残余容量測量は、こ

れまでの年１回から年４回の測量による残余容量の

把握を行いながら、延命化の取組実績・対応などを

分析し、残余容量の推計に生かし、残余容量の管理

をしていきます。 

 また、令和５年度からは、設置を予定する網走市

廃棄物処理等推進審議会において進捗と取組状況へ

の意見を聞き、進捗状況を公表するなど市民との情

報共有を図りながら取組への理解と協力を頂ける対

応を図っていきます。 

 ８ページを御覧ください。 

次に、延命化策の効果推計では、延命化方策によ

る埋立量の減容と減量の効果推計をした最終処分場

の埋立容量推計は、下の二つの表となります。 

 上の表のケース１では、数値化した取組の減容化

目標達成率100％とした場合、下の表のケース２で

は、数値化した取組の減容化目標達成率80％とした

場合の埋立容量推計表です。 

 埋立容量については、埋立の10％の増量、最終覆

土厚の変更した軽微変更後の容量であり、処分場の

全体容量は、（最終覆土を含む。）15万2,900立米

となり、表中の埋立可能量の（最終覆土を除く。）

14万2,900立米は、廃棄物・即日覆土の埋立可能容

量として推計しています。 

 なお、最終覆土に関しては最終埋立完了後に、厚

さ50センチ施工することとしております。 

 令和10年度以降は焼却処理の場合で推計をしてい

ます。計画をしている令和10年度から焼却処理の開

始と延命化方策等の取組を確実に進めることによ

り、ケース１では、令和14年度、ケース２では、令

和12年度まで処分場が延命できる推計です。  

 御説明した方策と推計値を目標に取組を進めてい

きたいと考えております。 

 説明は以上となります。 

○松浦敏司委員長 ただいまの説明で質疑等ござい

ませんか。 

 よろしいですか。 

○金兵智則委員 すごく最終的なところを見ると、

もしかすると令和14年度まで使う予定になったもの

がもつのではないかというところだったんですけれ

ども、前にもちょっと御説明いただいているかもし

れないですけれども、まず、その生ごみ堆肥化率の

77％の維持、この77％の理由を改めてお伺いしたい

なと思います。 

○田邊雄三市民環境部次長 なぜ77％かというとこ

ろですけれども、これまで、低いときには30％台、

その後65％というところで推移してきたわけですけ

れども、昨年の９月に77％と初めて70％台を出しま

したので、そこの一番高い数値を目標にして取組を

進めていくということで77％という数値を設定いた

しました。 

○金兵智則委員 今ここでの数字を積み重ねていっ

た結果が、一番最後のページにあるということで、

理解をしたいなと思うんですけれども、ちなみに、

この延命化策って、やっぱり費用対効果じゃないで

すけれども、お金を余分にかけて延命させるのがい

いのか、どこかで諦めて本当は新しいほうを造った

ほうが実は安くなったりするということがあるな

ら、そういったことも考えていかなきゃいけないと

思うんですけれども、たしか一番最初に今使ってい

る処分場、17億円ぐらいでたしかできていたと思う

んですよね。この延命化策をしたときの費用ってど

れぐらいかかるものなんですか。 

○田邊雄三市民環境部次長 令和５年度の予算で今

回提案しています、延命化策に係る予算につきまし

ては、補正も含めると２億100万円ほどあります。

内訳としては二軸破砕機の導入で7,000万円、おむ

つのヤード整備で6,545万円、おむつの委託処理で

4,635万円、可燃ごみの焼却を大空で続けることで

1,951万5,000円ということで、令和５年度について

は２億というふうになります。 

これを令和９年度まで続けてまいりますので、そ

うなると二軸破砕機は令和５年で整備して終わりで

すけれども、その後、二軸破砕機は機械が来た後に
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重機と人手が要りますので、そこの費用が1,600万

円ほどかかってくると、それが続いていくというこ

と。あと、まだ検討中ですけれども、破砕機の１台

目が更新時期を迎えますので、それを入れたとする

と、5,000万円程度と見込んでおります。 

そういったことと、おむつの処理ですとか大空の

焼却を令和９年度まで続けていくと大体５億9,000

万円程度、この５年間でかかるという試算をしてい

るところです。 

○金兵智則委員 約６億円を延命化策に使用をして

延命をさせる。前回は17億円という平成30年から供

用を開始してその前に造っているので、今とはちょ

っと多分、全然違う金額なのかもしれないですけれ

ども、約３分の１の金額を使わざるを得ないという

か使わなければいけない状況で、やっぱりこれ延命

化策を取ったほうが効果は高いのですか。 

○田邊雄三市民環境部次長 現在の最終処分場の建

設費が約19億円になりますけれども、近年の異常な

資材の高騰などで、仮に同じものを整備すると資材

等で約1.5倍ぐらい上がっているということで、単

純にそれを掛けますと28億5,000万円という計算上

にはなります。１年当たりに割って５年分にすると

９億5,000万円、５年分は９億5,000万ということで

ありますけれども、最終処分場の整備に当たっては

交付金を活用して、整備をしていくということが、

財政運営上基本と考えておりますので、そのために

も、延命化をして計画の近い期間で使用をしたとい

うところで次の計画を持っていかないと、計画自体

が認められない可能性もありますので、そういった

ところで令和６年度の地域計画を出すところに向け

て、延命化を図っていきたいというふうに考えてお

ります。 

○金兵智則委員 わかりました。ざっくり1.5倍、

30億ぐらいもう今同じもの造るとしたら、今の段階

でかかるんだよと。この先になればもっとかかって

くるかもしれないので、それであれば、やっぱり延

命化策にお金をかけてでもやっていたほうが効果が

高いのかなということで理解をしました。 

あと、最後に１点、広域処理による最終処分場へ

の影響、６ページの（７）のところにあるんですけ

れども、広域の協議のこれ先日ですね、網走では焼

却でということで、臨時議会のほうで示されていま

したけれども、広域協議会のほうでも令和14年度か

らの焼却処理をという方向性に、これ決まったとい

う意味なんですよね。これ予定していることからと

いうことが明記されているところで見ると。 

○田邊雄三市民環境部次長 １市４町で令和10年度

供用開始ということで取り組んでいくということで

確認をしております。 

○金兵智則委員 わかりました。 

○松浦敏司委員長 ほかにございませんか。 

 それでは、この件についてはよろしいでしょう

ね。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

 次に、議件３、ごみ処理広域化の状況について説

明を求めます。 

○田邊雄三市民環境部次長 １月26日開催の当委員

会において、廃棄物中間処理施設の四つの方式の比

較検討状況について御説明をさせていただきまし

た。 

 当市の考えについては、さきの臨時会におきまし

て、市長よりこれまで取り組んでいる資源の徹底し

た分別を図りながら、焼却方式の中間処理施設の整

備をしていくという考えを持って、引き続き令和10

年度供用開始を目指す１市４町の協議会に参加して

いくことを表明させていただいたところです。 

 １市４町の協議会で、四つの方式についての検討

結果について御説明をさせていただきます。 

 資料２号、廃棄物中間処理施設（方式）の比較表

を御覧ください。 

前回と同じ項目も含まれているため、今回追加し

た部分の項目について御説明をいたします。 

比較した方式については、１の焼却方式、２のご

み固形燃料化方式、３の炭化方式、４のメタンガ

ス・コンバインド方式（焼却施設数＋メタンガス化

施設）の四つです。 

 ２ページを御覧ください。 

 斜網地区における採用・可能性、参考：建設費試

算年間の維持管理費の試算の項目についてですが、

１市４町での可燃ごみの試算では、１日の処理量58

トンと試算をしております。 

 １の焼却方式の採用・可能性ですが①中間処理方

式に関する従来方式で、直近・道東エリア内でも実

績があること、標準的な機器・仕様でアフターメン

テナンスなど支援・体制が期待できるなど斜網地区

での採用は十分可能であると考えられます。 

 デメリットなど懸念事項にある、小規模施設での

エネルギー利用の課題に対しては、②の（温水、ロ

ードヒーティング）など、主に場内での余熱利用の

ほか、ダイオキシン類の発生抑制や稼働時の負担軽
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減・運転コストの縮小に向けて有効な「24時間の全

連続運転」の検討など、省エネや環境面に十分配慮

する必要があります。 

 概算の建設費は92億8,000万円。年間の維持管理

費は４億600万円と試算しています。  

 次に、２のごみ固形燃料化方式の採用・可能性で

すが、①斜里町の資源化施設では、固形燃料の品質

確保と供給先の問題を理由に、供用開始から４年

後、2,322トンもの余剰生成物が発生しました。 

 塩素濃度が比較的高い生成物でも受入可能な室蘭

市の製鉄所への売却と北斗市のセメント工場に処理

を委託しています。 

 斜里町では、施設の運転管理費と生成物の運搬費

用の高騰（現在も約７割～８割を町外へ輸送）並び

に民間・売却価格が市場の動向や企業側に左右され

ることを理由に、広域での焼却処理への転換を目指

す方向です。 

 ごみ固形燃料化方式は、生成物中の塩素濃度を安

定して抑制することが難しいため、斜網地区での導

入は困難であると考えます。 

 次に、３の炭化方式の採用・可能性ですが、道内

唯一の事例である名寄組合の炭化センターの廃止と

いった事例のほか、斜網地区においては、３Ｒ交付

金以外の交付金事業の活用を検討する必要があるな

ど、炭化方式の採用は困難であると考えます。 

 また、名寄組合の炭化センターにおける炭化物

は、最終処分場の覆土材や融雪剤と利用が限られて

おり、高効率の熱源として工場での利用を推進する

には高い発熱量となるよう、炭化物の品質向上並び

に十分な受入先の確保など課題が多いものであると

考えます。 

 このため、斜網地区での導入は困難であると考え

ます。 

 次に、４のメタンガス・コンバインド方式（焼却

施設とメタンガス化施設）の採用の可能性ですが、

デメリットなど懸念事項にある焼却・メタンガス化

と主に二つのプラントのほか、排水処理設備が必要

であるなど建設コストや維持管理費用の増大が課題

です。 

 寒冷地、道内での焼却施設とメタン発酵施設が一

体となった施設の実績事例がなく、メタン発酵に適

した生ごみの必要量の確保と寒冷地での安定稼働な

ど地域の特殊性を十分考慮した中で検討する必要が

あります。 

このような課題に対し、斜網地区のごみ成分につ

いて、季節変動や氷点化気温の影響を考慮した中で

必要な熱利用率を満足するか調査する必要がありま

す。 

 メタン発酵施設単体では、平成29年度の環境省委

託業務による平取町での実証試験で、約２年間の調

査で１トン当たり360キロアワーの発電が可能であ

ることが確認され、民設民営のバイオマスプラント

や町営牧場への消化液利用など水平展開の検討・重

要性が示されています。 

 斜網地区の中間処理施設は、令和10年度の供用開

始を目指しており、調査・計画など事前準備に加

え、設計・施工に約３年半を要する二つの中間処理

施設一体型のメタンコンバイン等方式の採用は、ス

ケジュール的な課題が多いと考えています。 

 生ごみの処理対応は、１市４町の協議において

も、脱炭素資源の再利用可能情勢にある中、ある程

度早目に方向性を決めたいと考えており、単体式の

生ごみメタン発酵処理施設での発電、メタン発酵残

渣の堆肥化の調査、検討することとしています。 

 また、メタン発酵とする場合は、焼却とメタン発

酵の二つの中間処理施設を持つことになりますが、

メタン発酵をすることで、焼却容量の小さい施設と

なるため、施設整備費が２倍になることはなく、数

億円は多くなりますが、その分、可燃ごみと生ごみ

をまぜて収集でき、かなり高い割合で、可燃物と生

ごみを選別できる機器の導入により、分別を減らし

運営的には各市町の収集車両台数やコストが下がる

こと、人が確保しづらい状況への対応に期待ができ

ます。 

 以上のことから、１市４町では、焼却処理施設の

整備を基本に、生ごみ処理対応の検討もしていくこ

ととし、メタン発酵施設の整備による可能性を探る

検討を早急に進め、令和10年度の供用開始に向けた

様々な具体的な検討を令和５年にしていくこととし

ております。 

 次に、資料３号、広域処理と単独処理の比較につ

いてを御覧ください。 

１市４町の可燃ごみの推計からの焼却施設規模を

試算し、施設整備に係る費用とランニングコストを

単体広域で試算したものです。 

 上の表の、施設整備に係る費用の比較では、網走

市単独で整備した場合46億800万円、広域で整備し

た場合は92億8,000万円となり、そのうち、網走市

負担額、負担割合が42％の38億7,000万円。広域で

整備した場合、７億3,800万円少なくなると見込ん
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でおります。 

 負担割合については、中間処理施設の供用開始を

予定している令和10年度の１市４町の可燃ごみ量の

推計割合としております。 

年間で発生する費用となるランニングの比較で

は、網走市単独で整備した場合、施設の維持費、人

件費、電気、燃料の用役費の合計で年間２億4,000

万円と試算です。 

 広域で整備した場合は４億600万円となり、その

うち網走市の負担額は、負担割合42％として維持管

理費が１億6,900万円。 

 その他、中間処理施設への運搬費用の増分として

5,480万円となり、合計で２億2,380万円となりま

す。単独処理と広域処理した場合の差は年間1,620

万円。 

広域処理のほうが少なくなると見込んでいます。 

 今後様々な検討により増減はありますが、現在の

ところこのような試算をしているところです。  

 説明は以上となります。 

○松浦敏司委員長 ただいまの説明で、質疑ござい

ませんか。 

いいですか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

 それでは、この件については、そういうことでよ

ろしいでしょうか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

 次に、議件４、斜網地区広域ごみ処理基本計画

（案）に係るパブリックコメントの募集について説

明を求めます。 

○田中正幸生活環境課参事 資料４号、広域ごみ処

理基本計画（案）の概要版について御説明いたしま

す。 

 この広域ごみ処理基本計画は、現状の課題なども

含めた大枠の計画であり、今後、１市４町で焼却処

理の方式や施設整備費、維持管理費も含めた詳細な

検討を進め、循環型社会形成推進地域計画やエネル

ギー回収型廃棄物処理施設基本計画といった詳細な

計画をつくり上げていく基本となるものです。 

 １ページを御覧ください。 

第１章、基本事項とごみ処理の現状・課題。 

第１節、斜網地区広域ごみ処理基本計画策定の背

景と目的です。 

市町村は、廃棄物処理法に基づき、生活環境の保

全と公衆衛生の向上を図りつつ、一般廃棄物の適正

な処理を行うため、当該市町村の区域内の一般廃棄

物処理に関する計画を定める必要があります。 

 将来にわたって廃棄物の持続可能な適正処理を確

保するため、市町村単位のみならず広域圏での一般

廃棄物の発生動向を見据え、廃棄物の広域的な処理

や廃棄物処理施設の集約化を図るなど、必要な施設

を計画的に整備することが求められています。 

 現在、網走市、美幌町、斜里町、小清水町、大空

町の１市４町の斜網地区では、一般廃棄物の可燃ご

みの処理について、焼却や高温高圧処理のほか、破

砕・減容後に埋立て、さらには生ごみも含めて直接

埋立するなど様々な方式で個別に処理を行っていま

す。 

本計画は、循環型社会の推進と持続可能なごみ処

理を推進するため、ごみの発生抑制・再生利用の推

進に伴う処理・処分等の計画のほか、将来のごみ処

理体系に応じた施設整備等の検討を行います。 

 第２節、本計画の対象区域です。 

対象地域は斜網地区の全域とし、令和２年度の環

境省の一般廃棄物処理実態調査による地区の総人口

は７万6,510人、ごみ総排出量は年間２万6,961トン

です。 

 ２ページを御覧ください。 

 第３節 対象廃棄物です。 

対象とする廃棄物は、「廃棄物処理法」に基づく

一般廃棄物とします。 

 第４節、計画の期間です。 

計画期間は、令和５年度から令和14年度までの10

年間で、令和９年度を中間目標年度とし、必要な見

直しを検討します。 

 第５節、計画の位置づけです。 

廃棄物処理法第６条第１項の規定により、「市町

村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関

する計画を定めなければならない」とされていま

す。 

 一般廃棄物処理計画は、ごみの処理に関する部分

と、生活排水の処理に関する部分で構成されます。 

 本計画は、このうち「ごみ処理」に係る「一般廃

棄物処理基本計画」を策定するもので、そのうちの

広域ごみ処理に関する最上位の計画になります。 

 ５ページを御覧ください。 

第６節、斜網地区におけるごみ処理・処分に関す

る現状と課題。 

（１）広域・連携に不足するごみ処理体制の改善

です。 

平成９年の「北海道ごみ処理の広域化計画」の策
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定時に斜網地区は、旧常呂町と津別町、清里町を加

えた９市町村による広域ブロックを構成していまし

た。当時ブロック内に４つの焼却処理施設がありま

したが、それぞれの自治体が単独で焼却後に埋立て

または直接埋立てを実施していました。 

 その後、旧常呂町と津別町は北見ブロックへ移行

し、斜網地区と清里町による１市５町においては、

現在２つの焼却処理施設がありますが、いずれも運

転と休止を繰り返すバッチ運転方式であり、環境面

や維持管理などコスト面で不利な仕様となっていま

す。 

 また、斜里町、清里町、小清水町による広域連携

に向けた協議が進められましたが、現在は６市町で

のそれぞれ単独での処理体制で、それぞれ資源化、

焼却、固形燃料化等でごみの減量化を図っていま

す。 

 （２）最終処分に強く依存したごみ処理行政の脱

却です。 

北海道の旧広域化計画の策定時の平成８年と令和

元年を比較すると、ごみの排出量は半減しており、

再資源化量は約４倍となり、最終処分する埋立量は

３分の１以下に減少しています。平成８年と平成12

年の比較では、資源化量が約４倍となったことも特

徴です。 

 また令和元年の資源化率は約27％と、全道平均の

約23％を上回りますが、最終処分率が令和元年で約

57％と高いことが課題となっています。 

 ６ページを御覧ください。 

（３）広域による焼却施設の更新・新設の検討で

す。 

北海道が策定した広域・集約化計画では、ごみ処

理施設の更新期を稼働後25年以降と仮定し、当該更

新期の直前５年間を「早期更新について検討する期

間」とした場合、現状の斜網ブロックにある主要な

中間処理施設の更新期の表のとおり整理していま

す。 

 斜網ブロックにおける２つの焼却処理施設は、清

里町と大空町とが該当します。清里町の施設の更新

期については令和17年度以降と今から約13年後と設

定する一方で、大空町の施設については使用開始年

度が昭和59年と39年目を迎えており、既に更新期と

なっています。 

 その他、斜網ブロックにおける施設更新の課題と

して、今後、早期検討期を迎える網走市の資源化施

設など更新まで期間のある施設へと集約を進める必

要性が示されています。 

 令和４年度から概ね10年間の計画期間内の方針と

しては、焼却施設の更新・新設等を検討する場合

は、単独での処理を前提とせず、複数主体の連携に

よる全連続炉施設の設置を検討することが重要とさ

れています。 

 ７ページを御覧ください。 

（４）ごみの排出抑制に関する課題です。 

１人１日当たりの排出量について、一部の自治体

では道平均を大きく下回ること、さらに近年、増加

傾向を示す自治体も複数見られることから、斜網地

区の方向性として、ごみ排出量の抑制と減量化を徹

底することが求められます。 

 また原単位が高い自治体では、リサイクル率が低

くなる傾向が見られます。 

 各家庭からの排出時における資源物とその他のご

みとの分別が100％達成に近づくことができるよ

う、ごみの収集ルールをいかに周知徹底するかが課

題です。 

（５）中間処理に関する課題。 

①スケールメリットの発言を視野に入れた施設の

広域化・集約化です。 

斜網地区における各市町の中間処理について、可

燃ごみの処理では、焼却や高温高圧のほか、破砕・

減容後に埋立、さらには生ごみも含めて直接埋立す

るなど様々な方式で個別処理しています。 

 廃棄物の資源回収率の高い自治体では、１人当り

年間処理経費が高くなる傾向も見られることから、

スケールメリットによるコスト抑制など効果的な施

設整備に向けて、規模の適正化並びに広域化と集約

化を検討する必要があります。 

 ②処理生成物の受入れ・利用先の確保です。 

ごみの固形燃料化や生ごみの堆肥化といった地区

内の中間処理施設では、資源化した生成物や生ごみ

堆肥の受入れ先が無いといった問題が見られます。 

 特に固形燃料については、廃棄物由来の塩素が混

入しているため一般ボイラーでも利用が困難であ

り、現在は遠方の民間施設への売却、それから処理

委託を行っている状況です。 

 広域化・集約化による中間処理の実施により大量

の生成物の確保が期待できる一方、品質の安定化と

受入可能な利用先をいかに確保していくかが課題で

す。 

 ③広域化を視野に入れた大空町焼却処理施設の建

替え・新設です。 
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中間処理施設に関する課題として、斜網地区で唯

一稼働している大空町の焼却処理施設は供用開始か

ら39年目を迎え、広域・集約化計画で既に更新期と

設定されているところです。 

 大空町の焼却施設は、環境や維持管理などコスト

面で不利なバッチ運転の仕様です。建替え・新設の

際は、広域化・集約化による可燃ごみ処理量の確保

など全連続炉施設の設置に向けた検討が求められる

ところです。 

 ８ページを御覧ください。 

④生ごみに関する新たなエネルギー利用の検討で

す。 

斜網地区では、美幌町を除く１市３町で生ごみの

堆肥化処理を実施しており、供給先の問題や維持管

理における人員不足のほか、汚水の処理が極めて困

難であるなど、ハード・ソフトの両面で様々な問題

がみられます。 

 また大空町における生ごみの堆肥化に関しては、

津別町に生ごみを運搬し、処理を委託している状況

です。 

 以上の問題・課題を踏まえ、生ごみの処理方法に

ついては引き続き検討を進めます。 

 今後、広域による生ごみの焼却処理のほか、メタ

ン発酵で得られたバイオガスをエネルギーとして利

用するなど、新たな利用と併せて検討することが望

まれます。 

 ⑤広域・連携による資源物の分別収集の検討で

す。 

斜網地区の全ての自治体では、ガラスびん、ペッ

トボトル、プラスチック製容器包装について、容器

包装リサイクル協会を通じて再商品化を実施してい

ます。 

 既存のリサイクル施設は、各市町で施設を整備

し、個別のリサイクル体系を構築している状況で

す。 

 施設の供用開始から25年以上と古いものから、平

成29年度と比較的新しいものもあり、将来、更新す

る際には、広域化・集約化による一体的なリサイク

ル体系の実現などを検討することが望まれます。 

 また、「プラスチックに係る資源循環の促進等に

関する法律」の施行により、プラスチック使用製品

廃棄物の分別収集、再商品化について、網走市では

進める必要があり、網走市以外の４町では進めるよ

う努めなければなりません。 

 １市４町においては、広域・連携により斜網地区

が一体となった分別収集並びに再商品化のルートの

確立を目指す必要があります。 

（６）最終処分に関する課題です。 

斜網地区における廃棄物の最終処分量の割合を見

ると、網走市63.6％、美幌町84.0％、小清水町

64.5％と北海道の平均値16.5％を大きく上回り、ま

た可燃ごみを焼却処理している大空町についても

36.4％と平均値を上回るなど、埋立処分に依存した

地域であることを伺えます。 

 一般廃棄物最終処分場の残余年数の確保について

は、国の基本方針における地方公共団体の役割の一

つとして数値目標とともに示されています。 

 また、斜網地区と清里町を含む斜網ブロックで最

終処分率が高いことは、北海道の広域・集約化計画

でも課題として示されており、ごみ排出量の抑制と

地域に適した中間処理による資源化の推進及び埋立

ごみの減量化・減容化が強く望まれます。 

 美幌町では令和６年度、小清水町では令和７年度

に既存の処分場が満杯になると予測されており、こ

の２町では新たな一般廃棄物最終処分場の整備・検

討を進めています。 

 今後、令和９年度以降、網走市、大空町、そして

斜里町は、処分場が満杯になるということが見込ま

れるため、新たな整備計画のほか、先行して整備す

る２町との広域利用の可能性などを検討することが

求められます。 

 10ページを御覧ください。 

計画の基本方針を記載しています。 

（１）発生抑制と再使用の推進です。 

家庭ごみや観光地も含む町全体のごみ発生を抑制

するよう、リデュース、リユース、リサイクルに加

え、『不要なものは買わない・リフューズ』を含む

４Ｒ運動に住民・事業者・行政が一体となって取り

組みます。 

 （２）焼却処理施設の建替え・広域による新設整

備です。 

焼却処理施設は、広域による新設整備に向け検討

を進めるものとします。 

 集約化により可燃ごみ量を確保することで環境へ

の配慮や維持管理などコスト面で有利な仕様としま

す。 

（３）地域特性を踏まえた廃棄物エネルギーの利

用です。 

施設設備に当たっては、国の基本的な方向である

「廃棄物のエネルギー源としての有効利用」を推進
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します。 

 ごみの固形燃料化は、受入先の問題や遠方での処

理による運搬コスト等の課題により困難です。 

 生ごみの堆肥化についても、課題である「新たな

エネルギー利用への転換」を見据えた中で、地域性

を十分考慮した廃棄物エネルギーの利用を進めま

す。 

（４）最終処分場における残余容量と年数の確保

です。 

施設の新設整備並びに廃棄物エネルギーの利用を

斜網地区の各市町が一体的に進め、発生抑制や適正

な循環的利用を行ってもなお廃棄物として排出され

るごみについては、破砕等の処理・減容化を条件と

した埋立処分を行うことで、斜網地区の課題である

最終処分に強く依存したごみ処理からの脱却と、一

般廃棄物最終処分場の残余容量と年数の確保を目指

します。 

 新しく整備される最終処分場については、広域処

理施設で発生する焼却灰や災害廃棄物の処分など広

域連携による利用の可能性を検討します。 

（５）製品プラなど新たな分別収集・処理への対

応です。 

製品プラなど、将来において求められる新たな分

別収集の枠組みについては、斜網地区における共通

の課題とし、広域連携による処理・方向性を検討し

ます。 

 広域連携に向けたごみの種類及び分別の区分につ

いて、12ページと13ページに網走市の新たなごみ処

理フローを記載しています。 

 ①可燃ごみの分別の実施です。 

現在埋立ごみの区分に含まれる、皮革、ゴム類、

マスク、タバコの吸い殻、スポンジ、布巾、雑巾、

ゴム手袋といったもの、それから、生ごみの区分に

含まれるティッシュ、割り箸、竹串、貝、草木、

枝、使用済み紙おむつ類として収集している紙おむ

つ、生理用品、ペットシーツ、猫砂が可燃ごみとし

て分別収集するごみになります。その他広域で焼却

処理する対象物として、生ごみの堆肥化処理後の残

渣や粗大ごみの破砕処理で分別する焼却可能な可燃

物とします。 

 ②製品プラ類の分別の実施です。 

プラスチック資源循環法が施行され、本市では製

品プラスチックの分別収集、再商品化を進める必要

があります。 

 現在は埋立ごみに含まれる製品プラを新たに分

別・収集し、既に資源物として収集しているガラス

びん、ペットボトル、プラスチック製容器包装と共

に、容器包装リサイクル協会での再資源化を検討し

ます。 

 23ページを御覧ください。 

広域による中間処理計画です。 

（１）広域焼却処理施設の建設候補地です。 

建設候補地は大空町一般廃棄物焼却処理施設近隣

を検討し、可否について調査をしているところで

す。 

建設においては、環境影響評価を実施し、環境に

十分配慮した施設整備を行うものとします。 

（２）整備目標時期です。 

斜網地区では令和10年度までに美幌町、小清水

町、そして網走市、大空町、斜里町も最終処分場が

満杯になると予測される等、残余年数が逼迫した状

況です。 

 焼却処理による可燃ごみの減容化を早期に実現す

るよう、令和10年度の供用開始を目指すものとし、

斜網地区における一般廃棄物最終処分場の残余容量

と年数を確保します。 

 25ページを御覧ください。 

（３）計画可燃ごみ量の設定です。 

焼却処理施設の供用開始を目指す令和10年度の計

画可燃ごみ量は表のとおりで、年間１万4,453トン

を焼却処理規模の検討の条件として設定します。 

（４）可燃ごみに関する今後の方針。 

①生ごみへの対応です。 

可燃ごみとして焼却処理する方向性に対し、メタ

ン発酵で得られたバイオガスをエネルギーとして利

用するなど、新たなエネルギー利用の可能性を併せ

て検討します。 

 ②製品プラへの対応です。 

製品プラについて、今後、網走市では分別収集し

再利用する一方、他４町では可燃ごみとして焼却処

理するかどうかを検討しているところです。 

 網走市が進める製品プラの分別収集及び再商品化

のルートの確立について、広域処理を視野に入れた

積極的な４町の参加などの検討を進めます。 

 ③特殊な一般廃棄物への対応です。 

特殊な一般廃棄物としてエゾシカ等の有害鳥獣、

廃棄農産物、在宅医療廃棄物である包帯やガーゼ、

実験動物の死体などがあり、広域処理の対象とする

か今後検討を進めます。 

 26ページを御覧ください。 
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（５）焼却処理施設の焼却処理規模の設定です。 

令和10年度の計画可燃ごみ量、年間１万4,453ト

ンを踏まえ、焼却処理施設の規模を設定します。 

 施設規模は、日平均可燃ごみ処理量と実稼働率で

算出されますが、全連続式運転、または間欠運転方

式の採用により実稼働率は異なります。 

 24時間全連続運転、それから日曜日を休日とした

間欠運転、土日を休日とした間欠運転を３パターン

で算出し、最大値である土日を休日としたと間欠運

転方式、日58トンを施設規模として設定します。 

（６）エネルギー利用に関する検討です。 

①エネルギー回収率の確保。 

施設整備に当たっては、環境省のエネルギー回収

型廃棄物処理施設整備マニュアルに基づく循環型社

会形成推進交付金の活用を視野に入れたエネルギー

回収率を確保することを基本とします。 

 今回計画する日58トンの施設規模に対する交付要

件は、エネルギー回収率11.5％であり、斜網地区に

よっては地理的・社会的に不利な豪雪地域として

10.0％を満たす必要があります。 

 焼却処理方式・仕様の検討に当たっては、コスト

面に留意し、可能な範囲でこの改修率の達成を目指

します。 

 ②新たな技術の活用・検討です。 

現状の技術では日70トン程度未満の小規模施設に

おいては、発電設備そのものを設置することが困難

な場合が多く、小規模施設においては無理な計画と

ならないよう十分な検討が必要です。 

 今後の動向として、生ごみのメタン発酵によるエ

ネルギー利用や、小規模施設も発電可能な新技術の

開発に着目し、循環共生型の地域社会の構築に資す

るエネルギー利用について引き続き検討します。 

（７）概算工事費の設定です。 

施設の概算工事費は、当該規模日58トンに対し、

実績や実勢価格を参考にトン当たり単価１億6,000

万円を反映した結果、92億8,000万円となります。 

 工事費については今後、コスト圧縮を視野に入れ

た中で、広域焼却処理施設に関する具体的な条件や

仕様などの内容を検討し、精査をしていきます。 

 27ページをご覧ください。 

（８）工程計画の設定です。 

整備・工程については、令和５年度循環型社会形

成推進地域計画の策定、令和６年度環境を整備する

アセスメント等の実施、令和７年度施設の基本設計

設置届出書の提出、令和８年度から令和９年度施設

の建設工事で、令和10年度の供用開始となっており

ます。 

 広域ごみ処理基本計画案については、今後計画に

関する説明会についても計画をしております。 

 また、この計画案について、より多くの市民の皆

様から意見を頂くため、パブリックコメントを実施

します。募集期間は、令和５年２月22日から令和５

年３月23日までの30日間。意見書を提出することが

できる方は、網走市に在住の方、網走市に事務所や

事業所を持つ個人方針及び団体、意見書の提出方法

は持参、郵送、ファクス、Ｅメールのほか、網走市

公式サイトの回答フォームから提出することができ

ます。電話による口頭で御意見は受け付けないこと

としています。 

 閲覧場所は市役所のほか、エコーセンター、市内

各コミュニティーセンター、市内各住民センター、

網走中央地区総合研修センター、網走市農村環境改

善センター、網走市総合福祉センター、ソレイユ網

走、網走市地域子育て支援センターどんぐり、網走

市公式サイトに掲載をいたします。 

意見の取扱いについて、寄せられた意見は氏名、

連絡先を除き、公表する場合があるものとする。寄

せられた意見を個別の回答はしない。意見書に明記

された個人情報は、本件以外の目的には使用しない

こととします。 

 説明は以上となります。 

○松浦敏司委員長 ただいまの説明で質疑などござ

いますか。 

○金兵智則委員 大変詳しい御説明を頂いたという

ふうに思いますので、今日初めて見せてもらったの

で僕らもこれについて云々ということは、パブリッ

クコメントで対応すればいいのかなというふうに思

いますけれども、ちょっと１点だけお伺いしたいの

ですけれども、29ページで網走市の最終処分場は、

令和10年度に満杯になるよというふうに明記がされ

ているんですけれども、これ、さっきの話だと80％

に設定したら令和12年度という説明だったんじゃな

いかと思ったんですけれども、これは焼却がスター

トするから令和12年度ということなのか、しなけれ

ば令和12年なのか、ここについてだけちょっと教え

ていただきたいと思います。 

○松浦敏司委員長 どなたが答弁しますか。 

 暫時休憩します。 

午後２時25分休憩 

午後２時27分再開 
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○松浦敏司委員長 再開いたします。 

 金兵委員の質疑に対する答弁から。 

○田中正幸生活環境課参事 今御指摘のあった29ペ

ージ、表の２．５．４のですね、満杯となる年度な

のですが、これについてはですね、令和12年度の誤

りです。 

 すいません。 

 おわびして訂正いたします。 

○金兵智則委員 そうしたら、訂正した上でパブコ

メをもらうという形になるのですかね。 

○田中正幸生活環境課参事 こちらもですね、計画

（案）のほうを訂正した上で、パブリックコメント

の意見を頂くことになります。 

○金兵智則委員 ほかの部分ちょっと事細かく見て

いないのであれですけれども、一つミスがあったら

ほかにもある可能性があるので、パブリックコメン

トでも明日から、明後日からでしたっけ。もうすぐ

始めるってさっき説明がありましたので、それって

大丈夫なものなんですか。これは網走市部のパブコ

メの期間なんだと思うんですけれども、その辺は大

丈夫ですか。 

○田中正幸生活環境課参事 明日からですね、パブ

リックコメントを予定しておりますけれども、この

内容についてはすぐ、至急直してですね、実施した

いと思います。 

○金兵智則委員 見つかった部分はもちろん直して

出してもらいたいのですけれども、ほかになければ

いいなと思いますけれども、ない可能性も、僕らも

一つ一つ全部確認できるわけではないので出す前に

は一通り一回確認してから、やっていただかないと

パブコメをもらったけれども、数値が違いましたと

いう話にはならないと思うので、そこだけお願いし

たいと思いますが大丈夫ですか。 

○田中正幸生活環境課参事 そのように修正し、実

施しますので大丈夫です。 

○松浦敏司委員長 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 よろしいですね。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

 それでは、これをもちまして文教民生委員会を終

了いたします。 

 御苦労さまでした。 

             午後２時29分閉会 


